
Ｈ２４実績公表版 

 

埼玉県子育て応援事業主プラン（後期計画） 

～埼玉県特定事業主行動計画～ 

（平成２４年度実施状況） 

 

 

 

 
 埼玉県のマスコット コバトン 

 

 

 

 

 

  

埼 玉 県 



- 1 - 

 

 目 的 

 次世代育成支援対策推進法第１９条第５項の規定に基づき、「埼玉県子育て

応援事業主プラン（後期計画）」（埼玉県特定事業主行動計画）の平成２４年

度における取組状況及び目標に対する実績を公表します。 
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Ⅰ 仕事と生活の調和を推進し、男女がともに子育てに関わることができる雇

用環境の整備 

 

１ 男女の役割にとらわれない意識の醸成と雰囲気づくり    

 

（１）次世代育成支援に関する意識啓発 

【取組状況】 

   「子育て応援総合サイト」において、育児の日（毎月１９日）について

掲載し、育児と仕事の両立を図るため積極的な定時退庁を呼びかけていま

す。 

 

（２）女性職員の職域の拡大と性差にとらわれない能力の活用 

【取組状況】 

   職員の個々の能力を活かすため、性別にとらわれることなく、個人の能

力、実績、適性等を十分に評価しています。 

   特に、女性職員の配置に当たっては、その適性を評価しつつ、職域の拡

大を図り、能力の開発及び育成に努めています。また、女性職員の登用に

当たっては、女性の職員個々の能力、実績、適性等を評価し、積極的な登

用に努めています。 

 

（３）固定的な性別役割分担意識是正に向けての意識啓発 

【取組状況】 

   男女共同参画基本計画を効果的に推進するため、本庁各課所に男女共同

参画推進員（１３５名）を設置しました。さらに、男女共同参画推進員に

対し、男女共同参画を推進するための具体的な施策を説明する研修会を開

催しました。（平成２４年度受講者８１人） 

   また、主査級職員を対象とした研修においては、男女共同参画をテーマ

として取り上げました。（平成２４年度受講者２４２人） 

 

（４）「お互い様」の声かけ運動 

【取組状況】 

子育て中の職員は「子育てのための休暇取得プログラム」（以下、「プ

ログラム」という。）を作成後、グループリーダー等と面談を実施し、ス

ムーズに休暇等の取得ができる職場づくりを行っています。 

 

（５）男性職員の子育てに関する休暇等の取得促進 

【取組状況】 

   男性職員は、配偶者の出産に際して、育児休業や特別休暇を計画的に取

得できるよう「プログラム」を提出することとなっています。グループリ

ーダー等は、「プログラム」をもとに当該職員と面談を行い、事務分担の
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見直しなどにより、当該男性職員が特別休暇と年次休暇を合わせて１０日

間程度の休暇を取得できるよう促進しています。 

   また、「子育て応援総合サイト」において、男性職員の育児休業取得実

績や男性の休暇取得モデル等を掲載しています。さらに、男性職員が利用

できる両立支援制度を周知するため「埼玉パパナビ」を作成し、全所属へ

配布しています。 

 さらに、「取るぞ育休！目指せイクメン！」キャンペーンを展開し、男

性職員の育児休業の取得等を一層推進するために、男性職員に対して、取

得等を促しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）「子育てイクメンマーク（仮）」の検討 

【取組状況】 

   「取るぞ育休！目指せイクメン！」キャンペーンの実施の中で「子育て

イクメンマーク」を作成し、男性職員の子育てを応援する職場環境を醸成

しています。 

   なお、「子育てイクメンマーク」は下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

２ 妊娠・出産・子育てに係る制度の周知と利用促進   

 

（１）「子育て応援総合サイト」による周知 

【取組状況】 

   平成１８年２月２８日から職員ポータルサイト上に「子育て応援総合サ 

  イト」を設置し、妊娠・出産・子育てに係る休暇等の制度や共済組合・互

助会による給付制度など職員の仕事と子育てを支援する情報を提供してい

ます。 

 目標  

・子の出生時に休暇を取得した男性職員の割合 

      ８９．８％（Ｈ２６目標値 １００．０％）     

・子の出生時における男性職員の平均休暇取得日数 

        ６．０日（Ｈ２６目標値  １０．0 日）     

・子育てに関する休暇・休業制度等を 

利用した男性職員の割合 

      ８４．３％（Ｈ２６目標値 １００．０％）     
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（２）「子育て応援ハンドブック」の活用 

【取組状況】 

   妊娠・出産・子育てに係る休暇制度や共済組合・互助会による給付制度

など、職員の仕事と子育てを支援する情報を掲載した「子育て応援ハンド

ブック」を平成１８年３月に作成し、活用を促しています。 

 

（３）相談窓口の明確化 

【取組状況】 

   「子育て応援総合サイト」や「子育て応援ハンドブック」に明示してい 

  ます。また、福利厚生事業のうち、妊娠から子育てに係る給付制度につい 

  ては「福利厚生情報サイト」に、給付申請の手続き等については「総務事 

  務システム」に明示しています。 

 

（４）研修の実施 

【取組状況】     

   職場研修をはじめ、各種研修において次世代育成支援に関する基本的事

項を周知し、職員の理解を深めています。特に、育児休業等復帰支援研修

においては、復帰後に仕事と子育ての両立が図れるよう様々な制度の活用

について周知を図っています。 

 

（５）制度の周知と利用の促進 

【取組状況】     

   「子育て応援総合サイト」において、仕事と子育ての両立支援に関する

制度の周知と利用の促進を図っています。 

 

（６）仕事と子育ての両立支援のための制度の検討 

【取組状況】 

   育児又は介護を行う職員の仕事と家庭生活との両立を図るため、平成

２５年３月に勤務時間に関する要綱を一部改正し、特例勤務時間の対象職

員を拡大しました。これにより、本庁に勤務する職員だけでなく、地域機

関に勤務する職員を含めた全ての職員が特例勤務時間を利用できるように

なります。 

   「子育て休暇」の取得事由については、仕事と子育ての両立支援につな

がるよう引き続き検討します。 

 

※特例勤務時間 

勤務時間を、午前９時から午後５時４５分まで（休憩時間が４５分とされ

た職員については、午前９時から午後５時３０分まで）とするもの。 
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３ 妊娠中及び出産後の職員への配慮   

 

（１）「子育てのための休暇取得プログラム」の作成 

【取組状況】 

   妊娠中の職員は、出産休暇や育児休業の予定等を記入した「プログラ

ム」を作成し、グループリーダーに提出することとなっています。「プ

ログラム」の様式は「子育て応援総合サイト」に掲載しています。 

 年度当初の主管課会議において対象職員の「プログラム」の作成と面

談の実施を周知するとともに、「子の出生時における男性職員の休暇及

び育児休業取得例」を「子育て応援総合サイト」に掲載し紹介していま

す。 

 

 

 

 

 

 

（２）面談による妊娠中の職員の意向の把握 

（３）グループリーダー等との話合い 

【取組状況】 

   グループリーダー等は、妊娠中の職員との面談により制度の周知と職員

の意向の把握を行い、業務軽減等の措置が必要と考えられる場合は、副担

当制の活用や事務の合理化、事務分担の変更等適切な措置を行うよう努め

ています。 

 

 目標  

 全ての制度の認知度 ５７.３％（Ｈ２６目標値 １００．０％） 

 子育てに関する休暇・休業制度を 

利用しやすいと感じる職員の割合 

           ７８.５％（Ｈ２６目標値 １００．０％） 

 子育て休暇を取得した職員の割合 

５４.０％（Ｈ２６目標値  ８０．０％） 

 

 目標  

 妊娠中及び出産後に利用できる制度の認知度 

       ５６.７％（Ｈ２６目標値 １００．０％） 
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４ 育児休業等を取得しやすい環境の整備   

 

（１）育児休業等制度の周知 

【取組状況】 

育児休業・部分休業・育児短時間勤務制度の取得例や共済組合等の給付

制度等の内容について、「子育て応援総合サイト」に掲載しています。 

また、「取るぞ育休！目指せイクメン！」キャンペーンを展開し、男性

職員の育児休業の取得等を一層推進するため、男性職員に対して育児休業

の取得等を促しました。 

  

（２）男性職員の育児休業の取得促進 

【取組状況】 

   「取るぞ育休！目指せイクメン！」キャンペーンについて、全所属へ通

知を発出し、あわせて主管課会議で周知を行いました。   

   また、「子育て応援総合サイト」において男性職員の育児休業の取得例

や男性職員が活用できる両立支援制度をまとめた「埼玉パパナビ」等を掲

載しています。 

 

（３）育児休業等を取得しやすい職場環境づくり 

【取組状況】 

   育児休業等を取得しやすい職場環境づくりを進めるため、主管課会議等  

により、育児休業制度、代替職員制度、計画に掲げた目標の達成状況等に

ついて周知を図っています。また、育児休業等を取得予定の職員がいる所

属においては、業務を円滑に進めることができるよう、職員の配置換え等

の方法や代替職員制度の活用を図っています。 

  

（４）代替職員の配置 

【取組状況】 

   職員が安心して育児休業等を取得することができるよう職員の配置換え 

  又はその他の方法により、業務を処理することが困難な場合には、代替職 

  員を配置するよう努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 目標  

 女性職員の育児休業取得率 

      １００．０％ （Ｈ２６目標値 １００．０％）      

 男性職員の育児休業取得率 

        ４．４％ （Ｈ２６目標値  １０．０％）       
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５ 育児休業中の職員への配慮    

 

（１）育児休業中の職員に対する情報提供 

【取組状況】 

   「子育て応援総合サイト」において、育児休業中の職員に対し、地域子

育て支援拠点等の情報提供を行っています。所属からの定期連絡（「子育

て応援コール」）だけでなく、希望者に対しては人事課などからも子育て

に関する情報等をメールで情報提供しており（「子育て応援メール」）、

職員の育児休業中における不安を解消し、スムーズな職場復帰を推進して

います。（平成２４年度は「子育て応援メール」を３回配信。） 

   

（２）育児休業中の職員のスキルアップの促進 

【取組状況】 

   育児休業中の職員についても、他の職員と同様に選択研修等の対象とし、

積極的に受講するよう促しました。 

   また、育児休業職員自己啓発支援研修（e ラーニング）も希望者を対象に

実施しました。（平成２４年度受講者１０名、履修科目：地方自治制度、

地方公務員制度、地方税財政制度） 

 

６ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援   

 

（１）育児休業復帰時に備えた体制づくり 

（３）育児休業から復帰した職員に対する多様な勤務形態の提供 

【取組状況】 

   各所属のグループリーダーは育児休業を取得した職員の復帰に当たり、 

  休業中の事務の変更点の説明や引継ぎ等の機会を設け、復帰後の職務が円 

  滑に行われるようにしています。また、グループ内で話し合いをする等し

て、当該職員の状況を理解し、事務負担の軽減に努めています。 

   職員の子育ての状況に応じて多様な勤務形態を選択できるよう復帰時の

面談においては、職員の意向を把握し、育児短時間勤務や部分休業の取得

等、子育てを支援する制度を周知しています。 

   また、職員が安心して育児短時間勤務等を取得できるように、必要に応

じて、代替職員の配置に取り組んでおります。 

 

（２）育児休業から復帰した職員に対する研修の実施 

【取組状況】 

   育児休業中または育児から復帰して間もない職員を対象に、休業中にお

ける県政の動きや服務・給与関連の制度改正等について、年に２回研修を

実施し、円滑な職場復帰を支援しています。（平成２４年度受講者３２名） 
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７ 家族とともに過ごす時間の確保   

 

（１）事務の簡素合理化の推進 

【取組状況】 

   庁内会議の見直しとして、グループウェアや電子メールを活用して会議

資料の事前配布を行うとともに、主催者が会議結果を出席者全員に配布す

ることで出席者の復命にかかる事務負担軽減などを図るよう全庁に通知し

ました。 

また、照会事務(定例業務)の見直しとして、照会時のチェックリストを

作成し、回答者の負担軽減のための視点を示しました。 

 

（２）時間外勤務縮減のための意識啓発等 

【取組状況】 

   所属長及びグループリーダーは、業務の進行管理に留意し、自ら早期退  

庁に努め、時間外勤務を命令する場合には、最小限の人員及び時間にとど  

め、時間外勤務が一部の職員に偏らないよう、協力体制を整えることとし

ています。 

   月に８０時間以上の時間外勤務を行った職員がいた所属に対し状況や原

因について調査の報告を求め、時間外勤務の縮減に向けた取組を促してい

ます。また、前年度と比較し時間外勤務が増加した所属に対してはヒアリ

ングを実施し、改善に向けた取組を促しています。 

 

（３）定時退庁の徹底 

【取組状況】 

   毎週水曜日を定時退庁日とする「ノー残業デー」のほか、各所属のノー

残業デーとして毎月「ワークライフバランス推進デー」を設定しています。 

   また、時間外勤務の縮減を目的とする「ノー残業デー」における一斉消

灯を行っています。さらに、省エネルギー又は仕事と家庭生活の調和の推

進を目的とする「定時退庁徹底デー」を実施しました。（平成２４年度は

８月１日に実施） 

 

 目標  

 育児休業からスムーズに職場復帰できたと感じる職員の割合       

      ７６．０％（Ｈ２６目標値 １００．０％） 
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（４）時間外勤務の多い職員に対する健康診断の実施 

【取組状況】 

   時間外勤務の多い職員に対し、医師による健康相談を月２回実施してい

ます。また、職員ポータルに「長時間労働健康相談」の相談方法等につい

て掲載しています。 

 

（５）子どものいる職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限の制度の周知 

【取組状況】 

   「子育て応援総合サイト」において、「育児または介護を行う職員の深

夜勤務及び時間外勤務の制限」の請求方法等について情報提供を行ってい

ます。 

 

（６）休暇を取得しやすい環境づくり 

【取組状況】 

   所属長及びグループリーダーは、業務に支障がないよう正副担当制や  

担当内の情報共有に努め、職員の計画的な休暇の取得を促進していま

す。 

 

 

（７）連続休暇等の取得の促進 

【取組状況】 

   週休日の前後に、年次休暇や夏季休暇を取得するなど、連続休暇の取

得促進を図っています。 

   また、休暇の取得促進と並行して、業務の状況を踏まえながらゴール

デンウィークやお盆期間における会議等の自粛に努めています。 

 

８ 仕事と子育ての調和を図るための不安の解消   

 

（１）人事配置に当たっての配慮 

【取組状況】 

   自己申告の面談の際には、子育て状況等を確認するなどして、可能な範

囲で仕事上の配慮を行なっています。 

 

（２）託児施設の情報提供、庁内託児施設の検討等 

【取組状況】 

   職員の自宅付近の保育施設等に関する情報を「子育て応援総合サイト」

に掲載しています。 

 庁内託児施設については、県と企業が共同運営するモデル保育所の開園

準備を進めました。 
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（３）「子育て応援電子掲示板」の運営 

【取組状況】 

   子育て中の職員等が、仕事と子育ての両立や、妊娠・出産・子育てに関

する悩み等について意見交換する場を「子育て応援総合サイト」において

開設しています。 

   育児休業中の職員が自宅等からでも、掲示板にアクセスできる方法を引

き続き検討します。 

 

Ⅱ 子育てバリアフリーの推進や地域における子育て活動の支援 

 

９ 子育てバリアフリーの推進   

 

（１）来庁者が利用しやすい施設の整備 

【取組状況】 

   乳幼児を連れた来庁者が多い庁舎においては、安心して来庁できるよう、

乳幼児と一緒に利用できるトイレやベビーシートを庁舎内の各所に設置し

ています。 

   また、一部の庁舎においては、安心して申請手続や施設利用ができるよ

うに、庁舎内に子どもが遊べるようなスペースを設けています。 

 

（２）子どもを連れた来庁者のためのサービス向上運動の実施 

【取組状況】 

３Ｓカイゼンを実施し、「ホスピタリティ（おもてなし）向上」に向け

たサービス改善に取り組みました。 

また、「カイゼンのヒント」を発行し、「ホスピタリティ向上実践取組

集」を周知し、３Ｓカイゼン成果集の活用を促しました。あわせて、汎用

性のあるホスピタリティ向上の取組を周知し、全庁への展開を進めまし

た。 

 

10 子ども・子育てに関する地域貢献活動の支援   

 

（１）子ども・子育てに関する地域貢献活動 

【取組状況】 

   地域における民間の支援ネットワークづくりのため、ノウハウの提供や

子育て支援団体の交流を行い、団体間のコミュニケーションを通じた子育

て支援の活性化を図っています。 

 職員が様々な情報についてアクセスできるような仕組みを引き続き検

討していきます。 
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（２）子どもの体験活動等の支援 

【取組状況】 

   子どもの多様な体験活動を促進するため、社会科見学や総合学習により  

来庁した小学生に子ども用パンフレットを配布し、県庁内の案内を実施し

ました。（平成２４年度見学者数：小学生１８３名、中学生９名） 

   また、高校生を対象とした職場見学も実施しました。（見学者数４８名） 

各庁舎においても子ども達の社会科見学や職場体験の要請に対し積極的

に協力し、子ども達が学習する機会を設けています。 

   なお、１１月１４日には「県庁オープンデー」を開催し、県庁内の見学

や各種イベントを実施しました。 

 

（３）子どもを交通事故から守る活動の実施 

【取組状況】 

   交通事故防止について、主管課会議等を開催し、交通事故について注意

喚起を図っています。また、公用車の安全運行のための安全運転研修を３

回実施しました。（平成２４年度受講者２４０名） 

 

（４）民間企業等への働きかけ 

【取組状況】 

      県内企業に対する「多様な働き方実践企業」の認定に際し、県で取り組

んでいる多様な働き方の取組を紹介しました。（平成２４年度４６４社を

認定） 


